大阪府条例第　　　号

職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等の一部を改正する条例
（職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部改正）
第一条　職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例（昭和三十九年大阪府条例第四十五号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第五項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条の規定に基づき、職員（職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける職員をいう。以下同じ。）の期末手当及び勤勉手当に関し必要な事項を定めるものとする。
	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第六項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条の規定に基づき、職員（職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける職員をいう。以下同じ。）の期末手当及び勤勉手当に関し必要な事項を定めるものとする。

	
	


（職員の旅費に関する条例の一部改正）
第二条　職員の旅費に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十七号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第五項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条の規定に基づき、公務のため旅行する府の職員並びに市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「職員」という。）の旅費に関し必要な事項を定めるものとする。
（旅費の支給）

第三条　（略）

２―４　（略）

５　第一項、第二項及び前項の規定に該当する場合を除くほか、任命権者が人事委員会と協議して定める事情により府費を支弁して旅行させる必要がある場合には、人事委員会と協議して定める旅費を支給する。
６・７　（略）
	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第六項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条の規定に基づき、公務のため旅行する府の職員並びに市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「職員」という。）の旅費に関し必要な事項を定めるものとする。
（旅費の支給）

第三条　（略）

２―４　（略）

５　第一項、第二項及び前項に該当する場合を除くほか、任命権者が人事委員会と協議して定める事情により府費を支弁して旅行させる必要がある場合には、人事委員会と協議して定める旅費を支給する。
６・７　（略）

	
	


（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正）
第三条　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和六十三年大阪府条例第一号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（職員の派遣）
第二条　（略）

　一―四　（略）

　五　前各号に掲げるもののほか、前各号に掲げる機関に準ずる機関で人事委員会規則（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の規程）で定めるもの

２　（略）

　一・二　（略）

　三　地方公務員法第二十二条第一項に規定する条件付採用になっている職員（人事委員会規則（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の規程）で定める職員を除く。）

　四・五　（略）

（派遣期間の更新等）

第三条　（略）

２　（略）

３　前項の規定は、派遣の期間を更新する場合において派遣の期間が引き続き五年を超えることとなるとき、及び引き続き五年を超えて派遣されている派遣職員（特定地方独立行政法人の職員を除く。）の派遣の期間を更新する場合に準用する。ただし、派遣の期間が五年を経過する際に、後任者への事務引継、派遣職員が従事する事業の終了の遅延等の事由により、引き続き五年を超えて派遣の期間を更新する必要がある場合であって、当該更新によっても派遣の期間が引き続き五年三月を超えないこととなるときは、この限りでない。
	（職員の派遣）
第二条　（略）

　一―四　（略）

　五　前各号に掲げるもののほか、前各号に準ずる機関で人事委員会規則（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の規程）で定めるもの

２　（略）

　一・二　（略）

　三　地方公務員法第二十二条第一項に規定する条件附採用になつている職員（人事委員会規則（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の規程）で定める職員を除く。）

　四・五　（略）

（派遣期間の更新等）

第三条　（略）

２　（略）

３　前項の規定は、派遣の期間を更新する場合において派遣の期間が引き続き五年を超えることとなるとき、及び引き続き五年を超えて派遣されている派遣職員（特定地方独立行政法人の職員を除く。）の派遣の期間を更新する場合に準用する。ただし、派遣の期間が五年を経過する際に、後任者への事務引継、派遣職員が従事する事業の終了の遅延等の事由により、引き続き五年を超えて派遣の期間を更新する必要がある場合であつて、当該更新によつても派遣の期間が引き続き五年三月を超えないこととなるときは、この限りでない。

	
	


（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）
第四条　一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成十三年大阪府条例第七十号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）
第一条　この条例は、地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律（平成十二年法律第五十一号。以下「法」という。）第二条第三号、第三条第一項及び第五条第一項（これらの規定を法第八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）並びに第六条並びに地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第五項の規定に基づき、公設試験研究機関（法第二条第一号に規定する公設試験研究機関をいう。以下同じ。）の研究業務（法第二条第二号に規定する研究業務をいう。以下同じ。）に従事する府の職員及び府が設立した地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人（以下「特定地方独立行政法人」という。）の職員（以下「職員」という。）について、任期を定めた採用並びに任期を定めて採用された職員の給与の特例及び裁量による勤務に関し必要な事項を定めるものとする。
	（趣旨）
第一条　この条例は、地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律（平成十二年法律第五十一号。以下「法」という。）第二条第三号、第三条第一項及び第五条第一項（これらの規定を法第八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）並びに第六条並びに地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第六項の規定に基づき、公設試験研究機関（法第二条第一号に規定する公設試験研究機関をいう。以下同じ。）の研究業務（法第二条第二号に規定する研究業務をいう。以下同じ。）に従事する府の職員及び府が設立した地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人（以下「特定地方独立行政法人」という。）の職員（以下「職員」という。）について、任期を定めた採用並びに任期を定めて採用された職員の給与の特例及び裁量による勤務に関し必要な事項を定めるものとする。

	
	


（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正）
第五条　公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成十三年大阪府条例第七十一号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（職員の派遣）

第二条　（略）

２　（略）

　一・二　（略）

　三　地方公務員法第二十二条第一項に規定する条件付採用になっている職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）
　四・五　（略）

３　（略）

（職務に復帰した職員等に関する職員の退職手当に関する条例の特例）

第七条　（略）

２　（略）

３　前項の規定は、派遣職員が派遣先団体から所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第三十条第一項に規定する退職手当等（同法第三十一条の規定により退職手当等とみなされるものを含む。）の支払を受けた場合には、適用しない。
　
４　（略）
（委任）
第二十条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
	（職員の派遣）

第二条　（略）

２　（略）

　一・二　（略）

　三　地方公務員法第二十二条第一項に規定する条件附採用になっている職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）
　四・五　（略）

３　（略）

（職務に復帰した職員等に関する職員の退職手当に関する条例の特例）

第七条　（略）

２　（略）

３　前項の規定は、派遣職員が派遣先団体から所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第三十条第一項に規定する退職手当等（同法第三十一条の規定により退職手当等とみなされるものを含む。）の支払いを受けた場合には、適用しない。
４　（略）

（委任）

第二十条　この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。


	
	


（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）
第六条　一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）
第一条　この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成十四年法律第四十八号。以下「法」という。）第三条第一項及び第二項、第四条、第五条、第六条第二項並びに第七条第一項及び第二項（これらの規定を地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第五十三条第六項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）並びに地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第五項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条及び地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和二十七年法律第二百八十九号）附則第五項において準用する地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百九十二号）第三十八条第四項の規定に基づき、府の職員、市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員並びに府が設立した地方独立行政法人法第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人（以下「特定地方独立行政法人」という。）の職員（以下「職員」という。）について、任期を定めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特例に関し必要な事項を定めるものとする。
	（趣旨）
第一条　この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成十四年法律第四十八号。以下「法」という。）第三条第一項及び第二項、第四条、第五条、第六条第二項並びに第七条第一項及び第二項（これらの規定を地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第五十三条第六項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）並びに地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第六項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条及び地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和二十七年法律第二百八十九号）附則第五項において準用する地方公営企業法（昭和二十七年法律第二百九十二号）第三十八条第四項の規定に基づき、府の職員、市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員並びに府が設立した地方独立行政法人法第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人（以下「特定地方独立行政法人」という。）の職員（以下「職員」という。）について、任期を定めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特例に関し必要な事項を定めるものとする。

	
	


（人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）
第七条　人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成十七年大阪府条例第五号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（任命権者の報告）
第二条　（略）

２　（略）

一　（略）

二　人事評価の状況

三―七　（略）

八　退職管理の状況
九　研修の状況
　十・十一　（略）　
	（任命権者の報告）
第二条　（略）

２　（略）

一　（略）

二―六　（略）

七　研修及び勤務成績の評定の状況

八・九　（略）　

	
	


（職員の退職管理に関する条例の一部改正）
第八条　職員の退職管理に関する条例（平成二十三年大阪府条例第六号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号。以下「法」という。）第三十八条の二第八項及び第三十八条の六第二項の規定に基づき、府の職員（条件付採用期間中の職員、臨時的に任用された職員及び非常勤職員（法第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。以下「職員」という。）の退職管理に関し必要な事項を定め、併せて職員の退職管理の適正を確保するために必要なその他の事項を定めるものとする。

（再就職の支援の方針）

第二条　府における職員の再就職の支援については、府の人材バンク制度（営利企業（商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私企業をいう。以下同じ。）又は営利企業以外の法人その他の団体（国、国際機関、他の地方公共団体、独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第四項に規定する行政執行法人及び地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人を含む。以下この条及び第四条において同じ。）からの職員に対する求人に係る情報及び職員からの営利企業又は営利企業以外の法人その他の団体に対する求職に係る情報をそれぞれに提供することにより、再就職を支援する仕組みをいう。以下同じ。）その他のこの条例の定めるところによることとする。

（再就職者による依頼等の規制）

第三条　法第三十八条の二第一項、第四項及び第五項の規定によるもののほか、再就職者（同条第一項に規定する再就職者をいう。）のうち、同条第八項の国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第二十一条第一項に規定する部長又は課長の職に相当する職（法第三十八条の二第四項の人事委員会規則で定める職を除く。）として人事委員会規則で定めるものに離職した日の五年前の日より前に就いていた者は、当該職に就いていたときに在職していた執行機関の組織等（法第三十八条の二第一項に規定する地方公共団体の執行機関の組織等をいう。）の役職員（同項に規定する役職員をいう。）又は同条第八項の役職員に類する者として人事委員会規則で定めるものに対し、契約等事務（同条第一項に規定する契約等事務をいう。）であって離職した日の五年前の日より前の職務（当該職に就いていたときの職務に限る。）に属するものに関し、離職後二年間、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。
（任命権者への届出）

第四条　管理又は監督の地位にある職員の職として人事委員会規則で定めるものに就いている職員又は第六条に定める勤続期間が二十年以上である職員であった者（退職手当通算予定職員（法第三十八条の二第三項に規定する退職手当通算予定職員をいう。以下同じ。）であった者であって引き続いて退職手当通算法人（同条第二項に規定する退職手当通算法人をいう。以下同じ。）の地位に就いている者及び公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成十二年法律第五十号）第十条第二項に規定する退職派遣者を除く。）は、離職後五年間、営利企業以外の法人その他の団体の地位に就いた場合（報酬を得る場合に限る。）又は営利企業の地位に就いた場合は、日々雇い入れられる者となった場合を除き、人事委員会規則で定めるところにより、速やかに、離職時の任命権者に次に掲げる事項を届け出なければならない。 

一　氏名

二　生年月日
三　離職時の職

四　離職した日
五　再就職した日

六　再就職先の名称

七　再就職先の業務内容

八　再就職先における地位
九　大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府

条例第八十六号）第三十二条第一項に規定す

る管理職職員等が同条第一項又は第二項に
規定する法人に再就職した場合にあっては、
その旨

十　契約（再就職した職員であった者の離職前

五年間に府が再就職先と締結した契約のう

ち、一の年度の契約金額の合計額が三百万円

以上のものに限る。以下同じ。）に関与（随

意契約の相手方の選定、請負工事の設計又は

積算その他これらに類する契約の相手方又

は契約金額の決定に係る業務（間接的な業務

を除く。）をいう。以下同じ。）をした場合
にあっては、当該関与をした年度、関与をし
た当時の所属及び担当業務、契約の主たる内
容並びに関与の内容

第五条　（略）

（職員の勤続期間）

第六条　大阪府職員基本条例第三十二条第一項の条例で定める勤続期間は、府に採用された日から離職した日までの期間（退職手当通算予定職員として退職手当通算法人の地位に就いていた期間を含む。）とする。

第七条　（略）

（他の職員についての依頼等の規制）

第八条　大阪府職員基本条例第三十三条の条例
で定める行為は、職員が、営利企業等（法第三
十八条の二第一項に規定する営利企業等をい
う。以下この条において同じ。）に対し、他の
職員をその離職後に、又は職員であった者を、
当該営利企業等又はその子法人の地位に就か
せることを目的としてする次の行為とする。

一・二　（略）

２　（略）

第九条　（略）
（過料）

第十条　第四条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、十万円以下の過料に処する。
	（目的）

第一条　この条例は、府の職員（条件附採用期間中の職員、臨時的に任用された職員及び非常勤職員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。以下「職員」という。）であった者であって離職後に再就職したものによる依頼等の規制等に関し必要な事項を定めることにより、職員の退職管理の適正化を図り、もって公務の公正性及び府民の信頼を確保することを目的とする。

（再就職の支援の方針）

第二条　府における職員の再就職の支援については、府の人材バンク制度（営利企業（商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私企業をいう。以下同じ。）又は営利企業以外の法人その他の団体（国、国際機関、他の地方公共団体、独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第四項に規定する行政執行法人及び地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人（以下「公共団体等」という。）を含む。以下この条及び第七条において同じ。）からの職員に対する求人に係る情報及び職員からの営利企業又は営利企業以外の法人その他の団体に対する求職に係る情報をそれぞれに提供することにより、再就職を支援する仕組みをいう。以下同じ。）その他のこの条例の定めるところによることとする。

（再就職者による依頼等の規制）

第三条　職員であった者であって離職後に営利企業等（営利企業及び営利企業以外の法人その他の団体（公共団体等を除く。）をいう。以下この条、第十一条及び第十三条において同じ。）の地位に就いている者（退職手当通算予定職員であった者であって引き続いて退職手当通算法人の地位に就いている者及び公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成十二年法律第五十号）第十条第二項に規定する退職派遣者（以下「退職手当通算離職者」という。）を除く。以下「再就職者」という。）は、離職前五年間に在職していた府の執行機関の組織（当該執行機関（当該執行機関の附属機関を含む。）の補助機関及び当該執行機関の管理に属する機関の総体をいう。）又は議会の事務局（以下「府の執行機関の組織等」という。）の職員に対し、府と当該営利企業等若しくはその子法人（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第百六条の二第一項に規定する子法人の例を基準として人事委員会規則で定めるものをいう。以下同じ。）との間で締結される売買、貸借、請負その他の契約又は当該営利企業等若しくはその子法人に対して行われる行政手続法（平成五年法律第八十八号）第二条第二号に規定する処分に関する事務（以下「契約等事務」という。）であって離職前五年間の職務に属するものに関し、離職後二年間、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

２　前項の「退職手当通算法人」とは、地方独立行政法人法第二条第一項に規定する地方独立行政法人その他その業務が府又は国の事務又は事業と密接な関連を有する法人のうち人事委員会規則で定めるもの（退職手当（これに相当する給付を含む。）に関する規程において、職員が任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて当該法人の役員又は当該法人に使用される者となった場合に、職員としての勤続期間を当該法人の役員又は当該法人に使用される者としての勤続期間に通算することと定められており、かつ、職員の退職手当に関する条例（昭和四十年大阪府条例第四号）において、当該法人の役員又は当該法人に使用される者として在職した後引き続いて再び職員となった者の当該法人の役員又は当該法人に使用される者としての勤続期間を当該職員となった者の職員としての勤続期間に通算することと定めている法人に限る。）をいう。

３　第一項の「退職手当通算予定職員」とは、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて退職手当通算法人（前項に規定する退職手当通算法人をいう。以下同じ。）の役員又は退職手当通算法人に使用される者となるため退職することとなる職員であって、当該退職手当通算法人に在職した後、特別の事情がない限り引き続いて選考による採用が予定されている者のうち人事委員会規則で定めるものをいう。

４　第一項の規定によるもののほか、再就職者のうち、管理又は監督の地位にある職員の職として人事委員会規則で定めるものに離職した日の五年前の日より前に就いていた者は、府の執行機関の組織等の職員に対し、契約等事務であって離職した日の五年前の日より前の職務（当該職に就いていたときの職務に限る。）に属するものに関し、離職後二年間、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

５　第一項及び前項の規定によるもののほか、再就職者は、府の執行機関の組織等の職員に対し、府と営利企業等（当該再就職者が現にその地位に就いているものに限る。）若しくはその子法人との間の契約であって府においてその締結について自らが決定したもの又は府による当該営利企業等若しくはその子法人に対する行政手続法第二条第二号に規定する処分であって自らが決定したものに関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。

６　第一項及び前二項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。

一　試験、検査、検定その他の行政上の事務で

あって、法律若しくは条例の規定に基づく行

政庁による指定若しくは登録その他の処分

（以下「指定等」という。）を受けた者が行

う当該指定等に係るもの若しくは行政庁か

ら委託を受けた者が行う当該委託に係るも

のを遂行するために必要な場合又は府若し

くは国の事務若しくは事業と密接な関連を

有する業務として人事委員会規則で定める

ものを行うために必要な場合

二　行政庁に対する権利若しくは義務を定め
ている法令の規定若しくは府との間で締結
された契約に基づき、権利を行使し、若しく
は義務を履行する場合、行政庁の処分により
課された義務を履行する場合又はこれらに
類する場合として人事委員会規則で定める
場合

三　行政手続法第二条第三号に規定する申請

又は同条第七号に規定する届出を行う場合

四　地方自治法（昭和二十二年法律第六十七

号）第二百三十四条第一項に規定する一般競

争入札若しくはせり売りの手続に従い、売

買、貸借、請負その他の契約を締結するため

に必要な場合

五　法令の規定により又は慣行として公にさ

れ、又は公にすることが予定されている情報

の提供を求める場合（一定の日以降に公にす

ることが予定されている情報を同日前に開

示するよう求める場合を除く。）

六　再就職者が職員に対し、契約等事務に関

し、職務上の行為をするように、又はしない

ように要求し、又は依頼することにより公務

の公正性の確保に支障が生じない場合とし

て人事委員会規則で定める場合において、人

事委員会規則で定める手続により任命権者

の承認を得て、再就職者が当該承認に係る職

員に対し、当該承認に係る契約等事務に関

し、職務上の行為をするように、又はしない

ように要求し、又は依頼する場合

７　職員は、前項各号に掲げる場合を除き、第一項、第四項又は第五項の規定による要求又は依頼を受けたことを理由として、職務上不正な行為をし、又は相当の行為をしないようにしてはならない。

８　職員は、第六項各号に掲げる場合を除き、再就職者から第一項、第四項又は第五項の規定により禁止される要求又は依頼を受けたときは、人事委員会規則で定めるところにより、人事委員会にその旨を届け出なければならない。

（違反行為の疑いに係る任命権者の報告）

第四条　任命権者は、職員又は職員であった者に前条の規定に違反する行為（以下「規制違反行為」という。）を行った疑いがあると思料するときは、その旨を人事委員会に報告しなければならない。

（任命権者による調査）

第五条　任命権者は、職員又は職員であった者に規制違反行為を行った疑いがあると思料して当該規制違反行為に関して調査を行おうとするときは、人事委員会にその旨を通知しなければならない。

２　人事委員会は、任命権者が行う前項の調査の経過について、報告を求め、又は意見を述べることができる。

３　任命権者は、第一項の調査を終了したときは、遅滞なく、人事委員会に対し、当該調査の結果を報告しなければならない。
（任命権者に対する調査の要求等）

第六条　人事委員会は、第三条第八項の規定による届出、第四条の規定による報告又はその他の事由により職員又は職員であった者に規制違反行為を行った疑いがあると思料するときは、任命権者に対し、当該規制違反行為に関する調査を行うよう求めることができる。

２　前条第二項及び第三項の規定は、前項の規定により行われる調査について準用する。

（任命権者への届出）

第七条　第三条第四項に規定する職に就いている職員（以下「管理職職員」という。）又は第九条に定める勤続期間が二十年以上である職員であった者（退職手当通算離職者を除く。）は、離職後五年間、営利企業以外の法人その他の団体の地位に就き、若しくは事業に従事し、若しくは事務を行うことになった場合（報酬を得る場合に限る。）又は営利企業の地位に就いた場合は、日々雇い入れられる者となった場合を除き、人事委員会規則で定めるところにより、速やかに、離職時の任命権者に人事委員会規則で定める事項を届け出なければならない。 

第八条　（略）

（職員の勤続期間）

第九条　大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第三十二条第一項の条例で定める勤続期間は、府に採用された日から離職した日までの期間（退職手当通算予定職員（第三条第三項に規定する退職手当通算予定職員をいう。以下同じ。）として退職手当通算法人の地位に就いていた期間を含む。）とする。

第十条　（略）

（他の職員についての依頼等の規制）

第十一条　大阪府職員基本条例第三十三条の条例で定める行為は、職員が、営利企業等に対し、　他の職員をその離職後に、又は職員であった者を、当該営利企業等又はその子法人の地位に就かせることを目的としてする次の行為とする。

一・二　（略）

２　（略）

第十二条　（略）

（罰則）

第十三条　次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

一　離職後二年を経過するまでの間に、離職前

五年間に在職していた府の執行機関の組織

等に属する職員に対し、契約等事務であって

離職前五年間の職務に属するものに関し、職

務上不正な行為をするように、又は相当の行

為をしないように要求し、又は依頼した再就

職者

二　管理職職員に離職した日の五年前の日よ

り前に就いていた者であって、離職後二年

を経過するまでの間に、当該職に就いてい

た時に在職していた府の執行機関の組織等

に属する職員に対し、契約等事務であって

離職した日の五年前の日より前の職務（当

該職に就いていたときの職務に限る。）に属

するものに関し、職務上不正な行為をする

ように、又は相当の行為をしないように要

求し、又は依頼した再就職者

三　在職していた府の執行機関の組織等に属

する職員に対し、府と営利企業等（再就職者

が現にその地位に就いているものに限る。）

若しくはその子法人との間の契約であって

府においてその締結について自らが決定し

たもの又は府の執行機関の組織等による当

該営利企業等若しくはその子法人に対する

行政手続法第二条第二号に規定する処分で

あって自らが決定したものに関し、職務上不

正な行為をするように、又は相当の行為をし

ないように要求し、又は依頼した再就職者

四　第三条第七項の規定に違反した者

第十四条　次の各号のいずれかに該当する者は、五万円以下の過料に処する。

一　第三条第一項、第四項又は第五項の規定に

違反して、職員に対し、契約等事務に関し、

職務上の行為をするように、又はしないよう

に要求し、又は依頼した者（不正な行為をす

るように、又は相当の行為をしないように要

求し、又は依頼した者を除く。）

二　第七条の規定による届出をせず、又は虚偽

の届出をした者

	
	


（大阪府立学校条例の一部改正）
第九条　大阪府立学校条例（平成二十四年大阪府条例第八十九号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（校長の任用及び人事評価）

第十七条　委員会は、校長の任用及び人事評価（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第六条第一項に規定する人事評価をいう。以下同じ。）に当たり、当該府立学校の学校評価を踏まえて行うものとする。

（教員の人事評価）

第十九条　教員の人事評価は、校長による評価に基づき行うものとする。

２　教員のうち授業を行う者に係る前項の校長による評価は、授業に関する評価を含めて行うものとする。

３　（略）
	（校長の任用及び勤務成績の評定）

第十七条　委員会は、校長の任用及び勤務成績の評定（大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第十四条第一項に規定する人事評価を含む。以下同じ。）に当たり、当該府立学校の学校評価を踏まえて行うものとする。

（教員の勤務成績の評定）

第十九条　教員の勤務成績の評定は、校長による評価に基づき行うものとする。

２　教員のうち授業を行う者に係る前項の評価は、授業に関する評価を含めて行うものとする。

３　（略）

	
	


（労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例の一部改正）

第十条　労使関係における職員団体等との交渉等に関する条例（平成二十五年大阪府条例第百四号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（管理運営事項）
第四条　（略）

一―八　（略）

九　人事評価に係る制度の企画、立案及び実施
に関する事項

十―十四　（略）
	（管理運営事項）
第四条　（略）

一―八　（略）

九　勤務成績の評定に係る制度の企画、立案及
　び実施に関する事項

十―十四　（略）

	
	


附　則

　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
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